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ディスクレーマー（免責条項） 

本資料に記載された内容は、資料作成時点において作成されたものであり、予告なく変更す

る場合があります。本文およびデータ等の著作権を含む知的所有権は、株式会社アイロゴス

(以下「アイロゴス」という)帰属し、事前にアイロゴスへの書面による承諾を得ることなく本資料

およびその複製物に修正・加工することは堅く禁じられています。また、本資料およびその複

製物を送信、複製および配布・譲渡することは堅く禁じられています。アイロゴスが提供する

投資情報は、あくまで情報提供を目的としたものであり、投資その他の行動を勧誘するもの

ではありません。本資料に掲載される株式、投資信託、債券、為替および商品等金融商品は、

企業の活動内容、経済政策や世界情勢などの影響により、その価値を増大または減少する

事もあり、価値を失う場合があります。本資料は、本資料により投資された資金がその価値を

維持または増大する事を保証するものではなく、本資料に基づいて投資を行った結果、お客

様に何らかの損害が発生した場合でも、アイロゴスは、理由の如何を問わず、責任を負いま

せん。投資対象および銘柄の選択、売買価格などの投資にかかる最終決定は、お客様ご自

身の判断でなさるようにお願いいたします。以上の点をご了承の上、ご利用ください。 
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稼足銘柄について 

 

企業取材を日々行っているがそれに基づいて市況観測をする時間軸は個人的には概ね３ヵ

月から半年程度。しかし、機関投資家などの運用軸は何年にも渡っている一方で市場が求め

ている時間軸は今日か明日かせいぜい１週間程度。このギャップはなかなか埋まりそうない。

「明日動く銘柄」、「今動く銘柄」なんてものが望まれる状況で３ヵ月はおろか、３年後に動いて

いる銘柄なんて陳腐だろう。 

逆に３年後、５年後のパフォーマンスを求めているのに今日や明日の騒音はそれこそ邪魔。

同床異夢のマネーが同じ市場で戦っている以上は仕方がないのかも知れない。 

 

「戦略の失敗は戦術では補えず、戦術の失敗は作戦では補えない」。 

ある先輩の言葉である。 

つまり現状認識に基づいた明確な目標が投資にも必要ということ。 

曖昧模糊とした投資では儲からないということだろう。 

あるいは「戦略を描く上で、最初から偶然性頼りの大儲けは構想すべきではない。 

まずは、手堅く利益を積み重ねることを考える。 

そして、最初に描いた構想がどうしても無理ならば、自分の稼げる範囲内の勝負を考える。  

それもまた無理な場合には最終手段として大儲けを考える、という順序になる。 

戦略は自分の置かれた状況に合わせ描くべきものである」。 

かなり深い。 

そもそも・・・。 

相場の方向を当てることはかなり難しいもの。 

だからといって相場の方向を外すことも同様に難しい。 

「当たらない」のと一緒で「外れない」。 

かならず外れるものならば話は簡単なのだろうが・・・。 

 

残念ながら株式市場のバトルにおいては全員が勝者になることはありません。 

誰かが儲けて誰かが損をする、その組み合わせの連続です。 

敗者にならないように心掛けても、全体の動きに押し流されていつの間にか敗者のなることも

しばしば。 

それだったら、せめて勝者でいられる間はその感激を噛みしめることも大切でしょう。  

 

兜町カタリスト 櫻井 英明 
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アルチザネットワークス(6778) 東証２部 

公式 HP：https://www.artiza.co.jp/ 

 

■株式データ 

株価 1,399円（01月 28日終値）  

単元株数 100株 

時価総額 約 133億円 

 

■会社概要 

通信計測器メーカー。次世代携帯の基地局・交換機、ＩＰ電話向けに強み。 

通信計測機等の開発・販売を行う。モバイルネットワークソリューション及びインターネットプロ

トコル(IP)ネットワークソリューションの２つの事業セグメントにより構成される。モバイルネット

ワークソリューション事業は移動体通信分野において通信計測機等及び保守管理機器の開

発・販売及びテストサービスを行う。IP ネットワークソリューション事業は固定通信分野におい

て通信計測機、ネットワークセキュリティに関連する製品の開発・販売・テストサービスを行

う。 

 

■業績動向 

12月 5日に決算を発表。20年 7月期第 1四半期(8-10月)の連結経常損益は 2億円の赤字

(前年同期は 2.8億円の赤字)に赤字幅が縮小した。 

直近 3 ヵ月の実績である 8-10月期(1Q)の売上営業損益率は前年同期の-110.0％→-54.4％

に改善した。 

 

■決算発表予定日 2020/01/29 

 

■ポイント 

東京五輪・パラリンピック開催をひとつの目標に、今後は日本国内でも次世代通信規格「5G」

の基地局整備が加速していく見通しにあり、同社の収益機会は一気に広がっていく。総務省

では 20年度から５Ｇ基地局インフラ推進のために、通信各社に補助金を交付するなど、国策

としてフォローしている。 

11月「自民党総務部会は、携帯電話会社が次世代通信規格（5G）の基地局整備を前倒しし

た場合に投資額の 30％を法人税から差し引くよう同党の税制調査会に求めると決めた」と報

じられており、5G インフラの整備加速を期待している。 

内容は、５Ｇの早期普及には総務省が求める 5％の税額控除では不十分だと判断したとあり、

20年度税制改正で導入を目指すとしている。 

https://www.artiza.co.jp/
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チャート  

 

 

 

最新情報はチャートをクリックしてください。 

 

 

 

 

https://finance.stockweather.co.jp/contents/stockdetail.aspx?cntcode=JP&skubun=1&stkcode=6778&exctype=01&ptype=D&contents=1
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リーダー電子(6867) 東証 JASDAQ 

公式 HP：https://www.leader.co.jp/ 

 

■株式データ 

株価 1,489円（01月 28日終値）   

単元株数 100株 

時価総額 約 62億円 

 

■会社概要 

電気計測器専業、中堅。放送機器や映画産業関連などに強み。ファブレスメーカー。 

電気計測器の専門メーカーであり、特にテレビ、映画等の高精細画像をはじめとする映像関

連分野を得意とし、放送局向け計測器、民生電子機器メーカーの生産用自動化･省力化計測

器やメンテナンス用の計測器など、多岐にわたる電気計測器の開発と製造、販売を主な事業

とする。ビデオ関連機器については、映像信号に関連した業務用ビデオ、民生用ビデオ、高

精細テレビ(HDTV)用機器を製造する。主要な製品は、映像信号発生器、HDTV 用信号発生

器、波形モニター、ベクトルスコープ、ディスプレイ用信号発生器、地上デジタル放送用変調

器･受信機等である。電波関連機器については、高周波信号発生器、テレビ電界強度計及び

電子部品の特性試験用機器等を製造する。 

 

■業績動向 

10月 31日に決算を発表。20年 3月期第 2四半期累計(4-9月)の連結経常利益は前年同期

比 2.5倍の 1億 1700万円に急拡大し、従来予想の 8000万円を上回って着地。 

通期計画の 5億 2500万円に対する進捗率は前年同期の 14.0％を上回る 22.3％に達した。 

直近 3 ヵ月の実績である 7-9 月期(2Q)の連結経常利益は前年同期比 20.8％減の 1 億 0300

万円に減り、売上営業利益率は前年同期の 14.6％→11.2％に低下した。 

 

■決算発表予定日 2020/01/31 

 

■ポイント 

電子計測器のファブレスメーカーで、放送機器や AV機器向けで高い商品競争力を持つ。放

送業界の 4K映像フォーマット対応関連設備の需要好調を受けて映像信号モニターなどが牽

引、業績は急拡大歩調にあり、海外では北京冬季五輪を控える中国をはじめ欧州でも受注

獲得が加速している。営業利益は 19年 3月期に前の期比 4倍の 3億 2300万円を達成、20

年 3月期は前期比 6割増の 5億 2000万円を見込む。中期経営計画として、25年 3月期に

ビデオ関連機器市場での世界シェア 60％超を目標に掲げている。 

https://www.leader.co.jp/
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チャート  

 

 

 

最新情報はチャートをクリックしてください。 

 

 

 

 

 

https://finance.stockweather.co.jp/contents/stockdetail.aspx?cntcode=JP&skubun=1&stkcode=6867&exctype=01&ptype=D&contents=1
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テラスカイ(3915) 東証１部 

公式 HP：http://www.terrasky.co.jp/ 

 

■株式データ 

株価 3,310円（01月 28日終値）   

単元株数 100株 

時価総額 約 417億円 

 

■会社概要 

クラウドシステムの導入支援や開発事業を展開。セールスフォースと業務提携。 

「クラウド世代のリーディング・カンパニー」を目指し、クラウドにおける「ソリューション事業」及

び「製品事業」を展開する。ソリューション事業は、「クラウドインテグレーション」、「クラウドコ

ンサルティング」、「クラウドＥＲＰ」の 3サービスを中心として提供する。特に、「クラウドインテ

グレーション」は、同社がセールスフォース・ドットコムのパートナーとして創業して以来の継続

事業であり、同社事業を牽引する構造となっている。 

 

■業績動向 

1月 14日に決算を発表。20年 2月期第 3四半期累計(3-11月)の連結経常利益は前年同期

比 9.8倍の 5億 9500万円に急拡大し、通期計画の 5億 4800万円に対する進捗率が 108.6％

とすでに上回り、さらに 5年平均の 48.8％も超えた。 

 

直近 3ヵ月の実績である 9-11月期(3Q)の連結経常利益は前年同期比 5.0倍の 2億 0600万

円に急拡大し、売上営業利益率は前年同期の 1.1％→9.3％に急改善した。 

 

■決算発表予定日 2020/02/14 

 

■ポイント 

同社のシステム「OMLINE-I」を LINE<3938>が国内 5つのサービスにおけるカスタマーサポー

トシステムとして採用し、台湾の LINEヘルプのサポートシステムとしても採用したことを発表。

「OMLINE-I」は、LINE公式アカウントと Service Cloudを連携し、LINE経由の問い合わせと電

話や SNSなど様々なチャネルの問い合わせを一元的に管理。情報の集約と操作性の高い

UIで、CS向上・コスト削減・顧客体験の最適化を実現できるという。今後もアジア諸国への展

開が予定されている。 

また、量子コンピュータ分野にも積極的で、子会社を設立してＩＢＭと連携する形で同分野を

深耕している。 

http://www.terrasky.co.jp/
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最新情報はチャートをクリックしてください。 

 

 

 

 

https://finance.stockweather.co.jp/contents/stockdetail.aspx?cntcode=JP&skubun=1&stkcode=3915&exctype=01&ptype=D&contents=1
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エクスモーション(4394)東証マザーズ 

公式 HP：https://www.corporate.exmotion.co.jp/ 

 

■株式データ 

株価 2,115円（01月 28日終値）  

単元株数 100株 

時価総額 約 59億円 

 

■会社概要 

組込みソフトウェアの品質改善に特化したコンサル。車業界に強み。ソルクシ-ズ傘下。 

システム及びソフトウェアに対するテクニカルコンサルティング及びエデュケーションサービス

を提供する。コンサルティングサービスは、自動車やロボット、デジタル機器等の製品に組込

まれる「組込みソフトウェア」の品質改善に特化したコンサルティングを提供。教育・人材育成

サービスにおいて、コンサルティングで活用するエンジニアリング手法は、技術習得用のトレ

ーニング教材を独自開発する。ツール提供サービスは、コンサルティングで実績のあるソリュ

ーションの一部は、ツールとしても提供する。 

 

■業績動向 

1月 10日に決算を発表。19年 11月期の経常利益(非連結)は前の期比 30.1％増の 1億 9000

万円に拡大したが、20年 11月期は前期比 19.5％減の 1億 5300万円に減る見通しとなった。 

同時に、前期の年間配当を 10 円→15 円(前の期は 1→2 の株式分割前で 28 円)に増額し、

今期も 15円を継続する方針とした。 

 

直近 3 ヵ月の実績である 9-11月期(4Q)の経常利益は前年同期比 7.1％減の 3900万円に減

り、売上営業利益率は前年同期の 18.2％→14.3％に低下した。 

 

■決算発表予定日 2020/02/07 

 

■ポイント 

自動車業界の技術革新トレンドである「CASE」を念頭に置いたもので、おそらくここからは、シ

ステム開発でも自動車向けに特化した企業に光が当たる可能性が高まっている。こうした流

れを踏まえたうえで、目先注目しておきたい。同社は自動車向け中心に組み込みソフト導入

に特化したコンサルティングを手掛ける。CASE の技術導入の流れが強いフォローの風となっ

ており、来期はトップラインの伸びをベースに利益成長も加速期に突入する公算があるだろ

う。 

https://www.corporate.exmotion.co.jp/
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ドーン(2303) 東証 JASDAQ 

公式 HP：https://www.dawn-corp.co.jp/ 

 

■株式データ 

株価 2,711円（01月 28日終値）   

単元株数 100株 

時価総額 約 89億円 

 

■会社概要 

地図情報ソフトの受託開発、ライセンス販売。地理情報配信サービスなど事業展開。 

地理情報システム構築用ソフトウェアである「GeoBase(ジオベース)」、「GeoBase.NET」の開発

及びライセンス販売、地理情報システムに係るアプリケーション・ソフトウェアの受託開発業務

並びにクラウドによる地図情報等の配信サービスを展開する。【事業内容】同社が開発する

「GeoBase」及び「GeoBase.NET」は、地理情報システムを構築するためのソフトウェアである。

ライセンス販売について同社は、地理情報システム構築用ソフトウェアを自社製品として開発

して、エンドユーザーの仕様にあわせたアプリケーション開発及び機器等を含めたシステム

構築を行う企業に対して、ライセンスの販売を行う。 

 

■業績動向 

1月 9日に決算を発表。20年 5月期第 2四半期累計(6-11月)の経常利益(非連結)は前年同

期比 6.1倍の 1億 1000万円に急拡大した。 

併せて、通期の同利益を従来予想の 2億 2600万円→2億 6100万円(前期は 2億 0500万円)

に 15.5％上方修正し、増益率が 10.2％増→27.3％増に拡大する見通しとなった。 

 

直近 3ヵ月の実績である 9-11月期(2Q)の経常利益は前年同期比 2.6倍の 5900万円に急拡

大し、売上営業利益率は前年同期の 12.3％→23.6％に急上昇した。 

 

■ポイント 

朝日新聞朝刊で「荷物の配送などで利用の拡大が見込まれている小型無人飛行機『ドローン』

について、政府は国内企業がサイバー攻撃に強い機体を開発したり、導入したりすることを

後押しする方針を決めた」と報じられており、関連銘柄の一角として買われているもよう。 

 

防災・防犯・救急といった安心・安全に係わる分野を中心にGIS関連の受託開発やクラウドサ

ービスの受注獲得に向けて積極的な営業展開を行っている。 

https://www.dawn-corp.co.jp/
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テクノホライゾン・ホールディングス(6629) 東証 JASDAQ    

公式 HP： http://www.technohorizon.co.jp/ 

 

■株式データ 

株価 817円（01月 28日終値）   

単元株数 100株 

時価総額 約 172億円 

 

■会社概要 

情報通信機器や光学機器の開発、販売。監視カメラ・ドラレコのクラウド化に強み。 

光学機器の開発・製造・販売、電子機器の開発・製造・販売活動を主な事業内容としている。

光学事業においては、エルモ社が国内で書画カメラ（資料提示装置・実物投影機）、監視カメ

ラなどの光学機器の開発・製造を行う。電子事業においては、タイテックが国内でロボットコン

トローラや工作機械用コンピュータ数値制御(CNC)装置などの工場自動化（FA）関連機器の

開発・製造・販売を行う。 

 

■業績動向 

10月 31日に決算を発表。20年 3月期第 2四半期累計(4-9月)の連結経常利益は前年同期

比 2.5倍の 7.5億円に急拡大し、通期計画の 12億円に対する進捗率は 62.8％に達し、5年平

均の 42.5％も上回った。 

 

直近 3ヵ月の実績である 7-9月期(2Q)の連結経常利益は前年同期比 3.2倍の 8億円に急拡

大し、売上営業利益率は前年同期の 5.3％→11.5％に急改善した。 

 

■決算発表予定日 2020/01/31 

 

■ポイント 

東京五輪に絡む需要を追い風に監視カメラなどが好調に推移するほか、電子黒板など教育Ｉ

ＣＴ関連の需要開拓が進んでいる。昨年 12月には、政府が 2023年度までにすべての小中学

生がパソコンなどのＩＴ端末を利用できるようにする方向で予算を盛り込むなど政策支援の動

きを強めており、これが同社にとっては強いフォローの風となる。20年3月期は営業利益段階

で前期比 5％増の 12億円を計画するが、大幅な上振れが有力視されている。 

 

 

 

http://www.technohorizon.co.jp/
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ニレコ(6863) 東証 JASDAQ 

公式 HP：http://www.nireco.jp/ 

 

■株式データ 

株価 1,023円（01月 28日終値）   

単元株数 100株 

時価総額 約 84億円 

 

■会社概要 

産業用制御機器・計測機器メーカー。フィルム・シート制御、画像処理技術に強み。 

鉄鋼・化学から食品・印刷に至るまで各種産業向けに制御・計測・検査機器の開発・製造・販

売を事業内容とする。3つの事業を運営する。プロセス事業は鉄鋼・非鉄金属の生産ラインを

主な対象とした製品を取り扱う。ウェブ事業は、製紙、印刷から電子機器材料に至るまで、帯

状素材（ウェブ）を扱う広範な業種を対象とした製品を取り扱う。検査機事業は画像処理技術

をベースに、食品から電池や電子部品材料まで各分野を対象とした製品を取り扱う。その主

な製品として、電子機器の素材となる各種フィルム、金属箔や紙などの汚れや疵を検出する

無地検査装置（Mujiken Plus）がある。 

 

■業績動向 

11月 8日に決算を発表。20年 3月期第 2四半期累計(4-9月)の連結経常利益は前年同期

比 19.6％増の 5億円に伸び、通期計画の 10.5億円に対する進捗率は 5年平均の 33.6％を

上回る 48.2％に達した。 

同時に、従来未定としていた今期の年間配当は 34円(前期は 24円)実施する方針とした。 

直近 3ヵ月の実績である 7-9月期(2Q)の連結経常利益は前年同期比 42.5％減の 1.8億円に

落ち込み、売上営業利益率は前年同期の 13.4％→8.9％に大幅低下した。 

 

■決算発表予定日 2020/02/07 

 

■ポイント 

鉄鋼メーカー向けなど高水準の受注残を武器に足もとの収益成長は加速局面にあり、前 19

年3月期営業利益は前の期比27.4％増の8億9800万円、19年4～9月期も前年同期比26％

増と好調が続いている。PBR0.6倍と株価指標面で解散価値を3割も下回っている割安株にも

かかわらず、M＆Aに積極的で業容拡大が続いている。光学技術の研究開発企業を傘下に

収め、既存のレーザー技術に磨きをかけている。画像処理分野で高い技術力を持っているこ

とも、ポイントとなっている。 

http://www.nireco.jp/
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ＩＴｂｏｏｋホールディングス(1447) 東証マザーズ 

公式 HP：https://www.itbook-hd.co.jp/ 

 

■株式データ 

株価 516円（01月 28日終値）   

単元株数 100株 

時価総額 102億円 

 

■会社概要 

地盤調査改良と IT コンサルが主力。18年 10月に ITbook とサムシングが経営統合。 

完全子会社である ITbookは、コンサルティング事業、システム開発事業及び人材派遣事業を

営う。完全子会社であるサムシングは、地盤調査改良事業、保証検査事業、情報通信技術

（ICT）事業及び海外事業の 4つの事業セグメントを通じて事業を行う。 

 

■業績動向 

11 月 14 日に決算を発表。20 年 3 月期第 2 四半期累計(4-9月)の連結経常損益は 2.4 億円

の赤字(前年同期は非開示)となった。 

 

■決算発表予定日 2020/02/14 

 

■ポイント 

ＩＴコンサルティングのＩＴｂｏｏｋと地盤調査を手掛けるサムシングＨＤとの経営統合で誕生した

企業で、官公庁案件に強い点がポイント。安倍政権が推進する国土強靱化に絡む地盤調査・

改良工事などのビジネスチャンス確保が期待されるほか、注力するマイナンバー関連のコン

サルティングでも活躍が期待されている。 

 

総務大臣認定事業者ではないものの、傘下のＩＴｂｏｏｋが東京都をはじめとする多くの自治体

にマイナンバーのコンサルティング業務を提供しているほか、マイキープラットフォームの構

築や運用を支援。昨年 9月にマイナポイントの実施が発表されて以降、地方自治体や商工会

議所からの問い合わせや受注が増加しており、「今後、更なる支援業務受注増が見込まれる」

という。 

 

 

 

 

https://www.itbook-hd.co.jp/
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